
　　

　　生活が行えるよう、一人ひとりの状況に応じた相談・支援を開始しました。　　

　１　支援対象者

　　　支援の対象者は、生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）第２条に規定される、「現に経済的に困窮し、最低

　　　なお、生活保護を受給されている方は対象となりません。　

　　　お住まいの地域を管轄する下記の相談機関にご相談ください。

　　　（※避難されている方は、避難先の管轄する相談機関にご相談ください。）

　　　専門の支援員が、一人ひとりの状況に応じた相談・支援を行います。

　　　※お住まいの地域の相談窓口が閉庁している時間（午後５時から午前９時、土・日祝祭日、年末年始（１２月２９日～１月３日）は、

　　　　よりそいホットライン（厚生労働省社会・援護局並びに復興庁の「寄り添い型相談支援事業」）において電話相談を受付ます。

　　　　フリーダイヤル　０１２０－２７９－２２６（２４時間通話無料）

     

お住まいの地域（市） 相談機関 相談窓口名 所在地 電話番号

福島市 福島市 生活福祉課 福島市五老内町３－１ 024-525-3725

会津若松市 会津若松市 生活サポート相談窓口
会津若松市栄町5番17号

0242-23-4800

郡山市 郡山市 自立支援相談窓口 郡山市朝日町一丁目２３番７号 024-924-3822

いわき市
社会福祉法人
いわき市社会福祉協議会

生活・就労支援センター
いわき市平字菱川町１－３
いわき市社会福祉センター　２階

0246-38-6500

白河市 白河市 社会福祉課 白河市八幡小路７番地１
0248-22-1111
（内2713）

須賀川市
社会福祉法人
須賀川市社会福祉協議会

福祉まるごと相談窓口 須賀川市八幡町135番地 0248-94-7091

喜多方市
社会福祉法人
喜多方市社会福祉協議会

喜多方市生活サポートセンター 喜多方市字上江3646番地１ 0241-23-3231

相馬市
社会福祉法人
相馬市社会福祉協議会

相馬市生活サポート相談センター 相馬市小泉字高池357番地 0244-36-2015

二本松市
社会福祉法人
二本松市社会福祉協議会

二本松市生活相談センター 二本松市油井字濡石1-2 0243-23-8262

田村市
社会福祉法人
田村市社会福祉協議会 田村市生活サポートセンター 田村市大越町上大越字古川97番地 0247-68-3434

南相馬市
社会福祉法人
南相馬市社会福祉協議会

福祉総合相談センター
(地域福祉課)

南相馬市原町区小川町322-1
0244-24-3415
080-9072-2958

伊達市 伊達市 社会福祉課 伊達市保原町字舟橋180番地 024-575-1264

本宮市
社会福祉法人
本宮市社会福祉協議会

生活サポート相談センター 本宮市本宮字千代田６０－１　えぽか内 0243-33-2006

お住まいの地域（町村） 相談機関 相談窓口名 所在地 電話番号

（県北地域）
桑折町・国見町・川俣町・
大玉村

社会福祉法人
福島県社会福祉協議会

生活自立サポートセンター
福島市渡利字七社宮111
福島県総合社会福祉センター内

024-525-8801

（県中地域）
鏡石町・天栄村・石川町・
玉川村・平田村・浅川町・
古殿町・三春町・小野町

社会福祉法人
福島県社会福祉協議会

生活自立サポートセンター
県中事務所

岩瀬郡鏡石町旭町161
鏡石町老人福祉センター内

0248-94-7800

（県南地域）
西郷村・泉崎村・中島村・
矢吹町・棚倉町・矢祭町・
塙町・鮫川村

社会福祉法人
福島県社会福祉協議会

生活自立サポートセンター
県南事務所

東白川郡棚倉町大字棚倉字北町95-5 0247-57-7141

（会津地域）
北塩原村・西会津町・磐
梯町・猪苗代町・会津坂
下町・湯川村・柳津町・三
島町・金山町・昭和村・会
津美里町
（南会津地域）
下郷町・檜枝岐村・只見
町・南会津町

社会福祉法人
福島県社会福祉協議会

生活自立サポートセンター
会津事務所

会津若松市追手町5-32
会津若松市社会福祉協議会内

0242-23-7445

（相双地域）
広野町・楢葉町・富岡町・
川内村・大熊町・双葉町・
浪江町・葛尾村・新地町・
飯舘村

社会福祉法人
福島県社会福祉協議会

生活自立サポートセンター
相双事務所

南相馬市原町区小川町674-5 0244-32-1753

福島県内の自立相談支援機関　相談窓口一覧（令和２年10月１日現在）

　　限度の生活を維持することができなくなるおそれのある」方が対象となります。　　

　　　経済的な問題など、生活上の困難に直面している方は、各相談機関にご相談ください。

　　　平成２７年４月１日より、県と各市では、生活上の困難に直面している方に対して、専門の支援員が相談に応じ、自立した

　２　相談方法

平成２７年４月１日より、生活困窮者自立支援制度がスタートしました！！


